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論 文 内 容 の 要 旨 
近年、我が国物づくり産業の国際競争力低下が懸念されている。本論文の目的は、新規消費者向け
工業製品の発売初期段階における普及速度と価格推移を発売開始前に定量的に推定する普遍的な方
法をあきらかにすることである。それによって新製品販売に参入する企業が最適のタイミングで事業
戦略を実施して、競争力を高めることを可能にした。 
全体は５章で構成した。 
第一章では、我が国の民生電子機器業界の競争力回復には、商品の普及度を予測し投資を集中する
ことが必要であることを筆者の経験に基づいて提言した。その予測法を確立する上での課題を明らか
にし、その課題解決のための仮説を立てた。 
第二章では 12 種類の民生用電子機器を対象にして新規市場確立過程を分析した。その結果、商品
の普及速度と価格推移の特質の解析によって、３つの異なった傾向を持つグループが存在することを
発見した。その考察により、商品の普及速度と価格推移を決定づける要素は、キーデバイスの特性で
あることを明らかにした。 
第三章では、第二章で得られた解析手法を使い、生活家電と乗用車の新規市場確立過程の分析を行
った。その結果、長期間かかって普及をする商品においても、この手法が適用出来ることを明らかに
した。さらに合計 20 種類の民生用電子機器と生活家電及び乗用車の分析結果を統合して普及速度並
びに価格推移とキーデバイス開発期間の関係を経験式にまとめ、その結果から普及率並びに価格の時
間的な推移を予測する一般式を完成した。これによって、今後開発される消費者向けの工業製品の普
及速度と価格推移の予測を商品が発売される前に、そのキーデバイスの特徴をあらかじめ把握するこ
とにより可能とした。さらに、開発方法が異なる商品であるカーナビに本予測法を適用して、予測値
と実際値を比較し、よい一致をえて本予測法が普遍性を持つことを確認した。 
第四章では、最近発売開始された電気乗用車の普及速度と価格推移の予測に、この評価方法を適用
し、その結果を述べた。現在の乗用車に置き換わる可能性がある電気乗用車と、新しい超小型ＥＶの
普及速度と価格推移を推定した。 
第五章では本研究のまとめを行った。 
従来、商品の普及速度と価格推移はそれぞれ異なるため、そこに普遍的な法則を考えて予測する研
究がなされておらず、商品が発売されて以降の実績により対処・推定するしかなかった。本論文で述
べた研究は、キーデバイスの特性を分析することによって、事前に普及と価格の推移を推定できるこ
とを可能にした点に特徴がある。今まで経営者の勘といわれていたタイミングの読みを、この推定方
法は客観性のあるものとして提示することを可能にした。 
 
論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
近年、我が国物づくり産業の国際競争力低下が懸念される中、本研究は、消費者向け新規工業製品
の発売初期段階における普及速度と価格推移を、キーデバイスの開発特性に基づいて定量的に推定す
る普遍的な方法の提案を試みたもので、これによって新製品販売に参入する企業が最適のタイミング
で事業戦略を実施して競争力を高めることが期待される。 
本論文ではまず、我が国の民生電子機器業界の競争力回復には、商品の普及度を予測し、投資を集
中する必要があるとの経験則に基づいて、その予測法を確立する上での課題を明らかにし、その解決
のための仮説を立てている。この仮説に基づいて、12 種類の民生用電子機器の新規市場確立過程を
定量分析し、それらの商品の普及速度と価格推移の関連性を明らかにすることによって、商品の普及
速度と価格推移を決定づける要素がキーデバイス開発の特性にあることを明らかにしている。 
次に、それらの成果を踏まえて、キーデバイス特性に基づく解析手法を家電と自動車の新規市場確
立過程に適用することで、新規製品の普及速度と価格推移を、そのキーデバイス開発特性から発売前
に予測することが可能であることを実証的に示している。また、開発方法が異なるカーナビゲーショ
ンに本予測法を適用することで、その適用可能性を検証している。 
さらに、本予測方法の普遍性を検証するために、近年急速にその普及に向けた取り組みが進んでいる
電気乗用車を対象に本予測方法を適用し、その開発動向を普及速度と価格推移の面から予測するとと
もに、現在公表されている主要な分析結果との比較によってその妥当性を確認している。 
最後に、本研究の成果をまとめるとともに、本研究で提案した予測方法によって幅広い分野の工業
製品を対象にした技術開発とそれに対応した商品普及に至る動向予測が可能であることを結論づけ、
さらに今後の実用性を高めるために必要となる具体的な課題を提示している。 
本論文は、キーデバイス開発の特性に基づく普及速度と価格推移の推定を可能にしたものであり、
工学の立場からの代表的な経営研究の一つとしても位置づけられる。 
以上のように、本論文の成果は、電気工学のみならず、情報工学、統計学、経営工学の発展に寄与
するところが大きい。 
よって、本論文の著者は博士（工学）の学位を受ける資格を有するものと認める。 
 
 
 
 
 
 
